
専門的・技術的分野における外国人材の受入れ 

に関するタスクフォース（第２回） 

議事次第 

平成 30 年５月 29 日(火)13:20～ 

合同庁舎８号館８階特別大会議室 

１ 開会 

２ 議事 

制度案の方向性について 

３ 閉会 



１．受入れ業種等の考え方

○ 生産性向上や女性・高齢者の就業環境の整備等を行ってもなお、外国人材の受入れが必要となる分野で受
入れ

○ 政府基本方針（閣議決定）で、受入れに関する業種横断的な方針を予め決定（受入れ業種の判断にあ
たっての勘案事項、活動内容及び技能レベルに関する基本的な考え方、在留期間の上限等）

○ それを踏まえて、業所管省庁と法務省等の制度所管省庁とで、業種の特性を考慮した、業種別受入れ方針を
決定（外国人材の活動内容、技能水準及び日本語能力、支援の具体的内容 等）

新たな外国人材の受入れ制度の検討状況

２．受入れ対象者の技能レベル

○ 現行の専門的・技術的分野の在留資格としては受け入れていない外国人材に関し、統一的なルールを作った
上で就労を目的とした新たな在留資格を創設

○ 以下の考え方を基本として、受入れ業種ごとに要件を定める
・ 技能水準については、当該業種で適切に働くために必要な知識・技能とし、業所管省庁が定める試験によって確認
※必ずしも技能実習（３年）修了までの技能水準は求めるものではない

・ 日本語能力水準については、 N４相当（ある程度日常会話ができる）を原則としつつ、受入れ業種ごとに業務
上必要な日本語能力水準を考慮して定めることとする

○ 技能実習（3年）を修了した者については、上記試験等を免除し、必要な技能水準及び日本語能力水準を
満たしているものと評価する
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○ 外国人材の保護のため、悪質な紹介業者等（外国人材から保証金を徴収する等）の介在を防止するため
の方策を検討

○ 在外においては、外務省が中心となって、有為な外国人材の送出しを確保するため、受入れ制度の周知や広
報、必要に応じ政府レベルでの申入れを実施

３．有為な外国人材の確保等

４．外国人材への支援と在留管理等

○ 新たな外国人材の円滑な受入れと活動を可能とするため、支援体制を構築

○ 支援計画の作成・実施は、①受入れ企業自身が行う、②受入れ企業に代わって、支援体制を備えた法務
大臣が認める登録支援機関（者）が行う、の双方を可能とし、業種や企業ごとの実情及び入国後の外国人
材の安定的な生活に配慮

（注１）登録支援機関（者）については、支援体制を備えた業界団体、民間法人、社労士等の幅広い主体を想定
（注２）支援計画には、①生活ガイダンスの実施、②住宅の確保、③生活のための日本語習得、④外国人材から

の相談・苦情対応、⑤各種行政手続に関する情報提供、⑥空港への送迎等について記載

○ 受入れ企業・登録支援機関（者）からの情報も活用し、入国管理官署において、的確な在留管理を実施

○ 入国・在留審査に当たり、他の就労目的の在留資格と同様、日本人との同等以上の報酬の確保等を確認

○ 労働官署において、労働法令に基づき適正な雇用管理のための相談、指導等を行う

○ 在留管理や雇用管理を的確に実施するため、入国管理局・都道府県労働局等の体制を充実・強化
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○ 移民政策と区別し、政府基本方針（閣議決定）において以下を定める
・ 原則として家族の帯同を認めない
・ 在留期間の上限は通算で５年（農業労働における季節性を踏まえ、在留期間の通算を認める）

５．家族の帯同及び在留期間の上限

６．ワンランク上の在留資格への移行

○ 高い専門性を有すると認められた者を長く雇用したいという要望があることを踏まえ、本制度による在留期間中、
一定の試験に合格した場合、ワンランク上の就労資格で受け入れることを検討（家族の帯同あり、在留期間の更
新制限なし）
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○ 外国人留学生の卒業後の日本での就業を更に進めるため（現在約30％、政府目標50％）、在留資格取得
のための手続負担の軽減を図るなど、従来の専門的・技術的分野の受入れ促進も併せて検討

○ クールジャパン関連産業の海外展開等を目的とする外国人材の受入れを一層促進するための方策について検討
する

○ 我が国における外国人材の起業等を促進し、国際競争力強化・国際的経済活動の拠点形成を行うことを目的
に起業家の受入れを一層拡大するための方策について検討する

７．その他我が国の経済社会に一層の活力をもたらす外国人材の受入れ促進
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